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グローバル企業のCEOが直面している最大の課題

グローバル企業は、2022年1月現在、直面している最大の課題として、「人材」を挙げている。
「人材」を最大の課題として挙げるCEOの割合は2021年9月から継続して半数近くに上っている

ニューノーマルなワークスタイルへの移行

経済成長が鈍化し、インフレが進行
する中でのビジネス成果の創出

予測不能なパンデミックの影響下で

組織の健康と安全を確保すること

リモートワーク/ハイブリットワークにおいて
も組織の文化と団結を維持すること

政治の問題と不確実性が

重要な問題の進展を妨げている

従業員一人ひとりのウェルビーイングと

会社のウェルビーイングをアラインさせる

CHROサーベイ2023 調査結果

出所： 2022年冬 Fortune/Deloitte CEOサーベイ結果
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日本におけるCHRO/人事担当役員の設置状況

しかし、一部の日本企業ではいまだ人財が経営の主要課題となることの認知・理解が進んで
いない。本調査対象企業におけるCHROの設置率は30％にとどまっている

Q5.貴社におけるCHRO／人事担当役員の設置状況を教えてください。[ベース：全回答企業 N=91]

9%

21%

14%36%

16%

CHRO（兼取締役／執行役）が設置されている

CHRO（兼執行役員）が設置されている

人事担当役員が専属で設置されている

人事担当役員は設置されているが、他部門を兼任している

人事担当役員は設置されていない

その他

CHROが設置されている企業

計30%

CHROが設置されていない企業

計66%

その他4%

4%

CHROサーベイ2023 調査結果
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日本のCFOの役割変遷をめぐる歴史的背景

一方、CFO(最高財務責任者)は、金融規制緩和をきっかけにその概念が注目され、各年代に応じた

市場の要請を推進力に、20年近くかけて役割を洗練させ、地位を確立してきた経緯がある

1990年代 2000年代 2010年代

できごと

日本の

CFOの
役割

変遷

1996-2001年頃 2006年

2015年2001年

2014年

「日本版ビックバン」

と呼ばれる金融市場の

規制緩和が進む

エンロン等の

大規模不正

会計事件が発生

J-SOX法(財務報告
にかかる内部統制

報告制度)成立

経産省

「伊藤レポート(持続的
成長への競争力と

インセンティブ-企業と
投資家の望ましい関係)」
公表

2009年

IFRS導入に向けた
金融庁の意見書

が公表

東京証券取引所

「コーポレート・ガバナンス
コード」公表

規制緩和のもとで、企業は直接金融

による資金調達を増やした。

その際、市場に対する説明責任の担

い手としてCFOの役割が注目され始め

る

内部統制の必要性が増したことで、

「CFOはルールを守ることに関し市場に

対して説明責任を負うべき」という経営

に対する牽制的役割が強調されるよう

になる

持続的成長を実現する企業の在り方

や、株主利益を重視した経営を行うた

めのガバナンス構築が求められ、CFOは

牽制だけでなく企業価値の創造に関

与すべきという考えが強まり、現在に至

る

CHROサーベイ2023 調査結果
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日本のCHROの役割をめぐる直近の状況

2020年代に入り人的資本開示を求める外部からの要請が急激に高まった。CHROは、かつてCFOがた
どった経過から約15-20年程遅れて、その役割を確立する時代の転換点を迎えているといえる

2000年代 2018年

2020年

2021年

国際標準化機構

が人的資本情報
開示の

ガイドライン

「ISO30414」
を公表

東京証券取引所「改訂

コーポレート・ガバナンスコー

ド」にて多様性・人的資
本に関する記載を追加

経産省が「人材版

伊藤レポート」にて、

持続的な企業価

値と人的資本の関

連に関する研究を
公表

グローバル化や外資系企業の国内参入に伴い、日系企業でも欧米同様にCHROを設

置する事例が徐々にみられるようになる。

ただし、人事部門のミッションは内部管理業務とみなされ、人事責任者が企業価値向

上に資する役割を果たす企業は一部にとどまった

戦略人事の考え方が提
唱され、欧米にてCHROポ
ジションの設置が一般化
する

2017年

米国の機関投

資家連合が
SECに人的資
本開示を求め

る意見書を提
出

政府主導での人的資本情報開示ルールの整

備、市場からの開示要請のもと、人事責任者

はこれまでの内部管理業務だけでなく、戦略

立案、戦略実行、統制環境整備などの新た

な役割を担う必要に迫られている

2022年

内閣官房「人

的資本可視

化指針」を公
表

2023年
金融庁が内閣府令を改正。
23年3月期以降の有価証
券報告書に、多様性およ

び人的資本に関する開示
が義務づけられる

CHROサーベイ2023 調査結果

2000年代 2010年代 2020年代

できごと

日本の

CHROの
役割

変遷
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CHROの4つの役割領域

デロイトは「4Faces of CHRO」を提唱し、CHROの役割を”攻め”の役割「ストラテジスト」「カタリスト」、
”守り”の役割「スチュワード」「オペレータ」の4つに分類し、CHROの果たすべき各役割を整理している

攻めの役割
(企業価値向上に貢献する）

守りの役割
(企業価値の毀損を防ぐ）

YOU

Deloitteの４Faces

効率的な

運営

戦略立案

への参画

戦略実行の

推進

統制環境

の整備

CHROサーベイ2023 調査結果
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人的資本経営に向けて- CHROサーベイ2023 調査要領

◼ 調査対象者 ：日本企業のCHROおよび人事・人財部門の幹部

◼ 有効回答数 ：91社

※ CHROを設置していない企業の場合は、準じるポジション（人事領域トップ）を念頭に回

答いただくようご案内しております

※ 参加企業様よりご回答いただいた内容は、個々の回答内容が特定できない形ですべて集

計処理しており、特定の企業の個別情報が他社に明らかになることはありません

※ 集計結果を四捨五入して表示しており、数値の合計が100%にならない場合があります

2023年4月6日～4月27日

回答企業

調査期間

調査目的

「人的資本」の重要性が高まる中、CHROが果たす役割への期待は急速に高まっている。このような状況をふまえ、CHROをはじめとする人事リーダー（人事担当部長

以上）を対象に、人的資本経営の取り組み実態、およびCHROの役割変化を調査・分析し、日系企業のCHROが「人的資本経営」を主導していくための課題およ

び解決の方向性を明らかにする

◼ 現在重視している人材戦略テーマ

◼ 人財戦略テーマを推進するうえでの課題

人的資本経営の取り組み実態
調査項目

◼ 現在CHROが担っている役割

◼ 過去から変化したCHROの役割

◼ 今後強化していきたいCHROの役割

◼ CHROの役割変化に影響を与える要因

◼ CHROの各役割分類に対する、現状と理想の時間配分

CHROの役割変化

（企業属性）

305,000人以上

271,000～4,999人

34999人以下

91総計

28製造業

63非製造業

91総計

（回答者属性）

10 CHRO（兼取締役/執行役）

15 CHRO（兼執行役員）

16 人事担当取締役/執行役

15 人事担当執行役員

32 人事担当本部長/部長

3 その他

91総計

CHROサーベイ2023 調査結果
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人事リーダーが特に重視する人事戦略テーマ（上位3テーマを回答）

現在、特に重視されている人事戦略テーマとして、「人材ポートフォリオの構築・実現」「リーダー
シップの強化」「人材育成」が上位に挙げられている

59

49

46

32

29

22

19

18

10

8

1

400 6020 80

ダイバーシティ、エクイティ、インクルージョン(DEI)：DEIの考え方を組織に浸透させ、効果を可視化する

(%)

目指す人材ポートフォリオの構築とその実現：採用、異動配置、登用、代謝の機動的な実行

ウェルビーイング：従業員を身体的・精神的・社会的に良好な状態に保つ

リーダーシップの強化：ビジネスに求められる資質と能力を備えたリーダーの確保、後継者計画の整備

人材育成：環境変化に応じた人材育成体系の見直し

リスキル：既存の人材の経験を活かしながら新たなスキルを学ばせ、ビジネスの変化に対応する

パーパス：従業員との関係におけるパーパスの役割を定義し、組織としての成果創出との繋がりを探求する

データ活用：データを活用し、組織と従業員にメリットをもたらす

ガバナンス：経営戦略に報酬・評価を連動させ、企業価値向上へ向けて役員を規律づける

ワークプレイス：組織にとって最適なワークプレイス・ワークスタイルのモデルを構築する

その他

Q9.貴社における人事戦略のテーマについて、特に重視するものを３つまでご回答ください。[ベース：全回答企業 N=91]

CHROサーベイ2023 調査結果
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人事リーダーが挙げる人事戦略推進の障壁（複数回答）

重視する人事戦略テーマを推進する障壁となっている課題としては、「実務者の不足」が圧倒
的に多く、次いで「組織体制が整っていない」ことが挙げられた

67

44

35

33

22

21

19

16

2

1

0 20 40 60 80

人的投資に割り当てる予算が十分でない

取組みに必要なデータ・システム基盤が十分でない

(%)

取組みを実施する実務者が不足している

取組みを実施する組織体制が整っていない

関連部門の理解・関心が不足している

組織文化が推進を阻んでいる

経営リーダー陣の理解・関心が不足している

既存の人事制度の機能不全

その他

特にない

Q10.上記の人事戦略テーマを推進するにあたり、ボトルネックとなっている課題について、当てはまるものを全て選択してください[ベース：全回答企業 N=91]

CHROサーベイ2023 調査結果
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CHROが現在担っている役割（複数回答）

CHROが現在担っている各役割は、以下のとおり。「ストラテジスト」「カタリスト」の領域で
「担っている」と回答した割合が多かった

84

49

48

58

60

47

49

33

51

43

54

48

0 20 40 60 80 100

経営・ビジネスに対する人事的見解の提供

（例：人事・顧客・ビジネスデータの統合）

(%)

将来に向けた戦略的な労働力計画の策定

（例：自動化の推進、社外人材の活用、チーム採用）

事業戦略と人事戦略の統合

人事パフォーマンス管理のためのKPI設定

戦略目標にアラインした組織文化の醸成

ビジネスの継続性を保つための人的リスクの管理

人事労務機能の配置最適化

戦略目標達成のための組織開発の検討・実行

（例：1 on 1、チームワークの向上策、組織マネジメントの改善)

エシックスやバリューの浸透と徹底

社内外のステークホルダー（含む、従業員）へのコミュニケーション

効率的・効果的なHRオペレーションの推進

人事データの統合・管理

ストラテジスト

181

カタリスト

165

スチュワード

133

オペレーター

145

Q12.貴社のCHROが現在担っている役割として、当てはまるものをすべてご選択ください。[ベース：全回答企業 N=91]

CHROサーベイ2023 調査結果
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CHRO設置有無別の、CHROが現在担っている役割（複数回答）

【参考】CHROを設置している企業は、未設置の企業に比べ、特にカタリストとして「組織文化
の醸成」「組織開発の検討・実行」を実施している割合が高い

89

52

56

81

78

48

41

52

63

56

52

56

80

48

48

48

54

48

54

26

46

39

56

46

2

0 20 40 60 80 100

事業戦略と人事戦略の統合

ビジネスの継続性を保つための人的リスクの管理

(%)

人事データの統合・管理

経営・ビジネスに対する人事的見解の提供

（例：人事・顧客・ビジネスデータの統合）

人事パフォーマンス管理のためのKPI設定

戦略目標達成のための組織開発の検討・実行

（例：1 on 1、チームワークの向上策、組織マネジメントの改善)

将来に向けた戦略的な労働力計画の策定

（例：自動化の推進、社外人材の活用、チーム採用）

戦略目標にアラインした組織文化の醸成

エシックスやバリューの浸透と徹底

社内外のステークホルダー（含む、従業員）へのコミュニケーション

効率的・効果的なHRオペレーションの推進

人事労務機能の配置最適化

この中には一つもない
0

ストラテジスト

カタリスト

スチュワード

オペレーター

CHRO設置企業(n=27) CHRO未設置企業(n=61)

Q12.貴社のCHROが現在担っている役割として、当てはまるものをすべてご選択ください。[ベース：全回答企業 N=91] 

※CHROが未設置の企業の場合は、準じるポジション（人事領域トップ）を念頭に回答（以降同じ）
CHROサーベイ2023 調査結果
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過去(5年前)から変化したCHROの役割(1/2)

CHROの“攻め”の役割は、過去から全体的に増大している。特に「事業戦略と人事戦略の統
合」「労働力計画の策定」「組織文化の醸成」「組織開発の検討・実行」が増えている

0 20 40 60 80 100

74% 25%

(%)

戦略目標にアラインした組織文化の醸成 25%

戦略目標達成のための組織開発の検討・実行（例：

1 on 1、チームワークの向上策、組織マネジメントの改善)

経営・ビジネスに対する人事的見解の提供

（例：人事・顧客・ビジネスデータの統合）

73%

40%58%

ストラテジスト

カタリスト

Q14. 【戦略実行の推進（カタリスト）】としての役割[ベース：全回答企業 N=91]

Q13. 【戦略立案への参画（ストラテジスト）】としての役割としての役割 [ベース：全回答企業 N=91]

85%

45%

70%

15%

54%

30%

事業戦略と人事戦略の統合

人事パフォーマンス管理のためのKPI設定

将来に向けた戦略的な労働力計画の策定（例：

自動化の推進、社外人材の活用、チーム採用）

相対的に縮小した相対的に増大した 変わらない

1%

1%

2%

2%

CHROサーベイ2023 調査結果
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過去(5年前)から変化したCHROの役割(2/2)

“守り”の役割は「増大した」または「変わらない」が殆どで、「縮小した」は少数であった。

特に、「人事データの統合・管理」は増大する傾向にある

46%

42%

47%

53%

58%

53%

エシックスやバリューの浸透と徹底

ビジネスの継続性を保つための人的リスクの管理

社内外のステークホルダー（含む、従業員）

へのコミュニケーション

相対的に増大した 相対的に縮小した変わらない

0 20 40 60 80 100

12%54%

51%

34%

(%)

42%

効率的・効果的なHRオペレーションの推進

8%人事データの統合・管理

12%59%29%人事労務機能の配置最適化

スチュワード

オペレーター

Q16.【効率的な運営（オペレーター）】としての役割 [ベース：全回答企業 N=91]

Q15. 【統制環境の整備と運用（スチュワード）】としての役割 [ベース：全回答企業 N=91]

1%

CHROサーベイ2023 調査結果
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今後強化していきたいCHROの役割（上位5つを複数回答）

今後強化していきたい役割として、ストラテジスト、カタリストの役割が上位に挙げられ、

“攻め”の役割にシフトしていきたいCHROの意向が見て取れる

86

38

48

56

41

41

27

21

19

12

22

4

0 20 40 60 80 100

ビジネスの継続性を保つための人的リスクの管理

戦略目標にアラインした組織文化の醸成

(%)

事業戦略と人事戦略の統合

経営・ビジネスに対する人事的見解の提供

（例：人事・顧客・ビジネスデータの統合）

人事パフォーマンス管理のためのKPI設定

将来に向けた戦略的な労働力計画の策定

（例：自動化の推進、社外人材の活用、チーム採用）

エシックスやバリューの浸透と徹底

戦略目標達成のための組織開発の検討・実行

（例：1 on 1、チームワークの向上策、組織マネジメントの改善)

社内外のステークホルダー（含む、従業員）へのコミュニケーション

効率的・効果的なHRオペレーションの推進

人事データの統合・管理

人事労務機能の配置最適化

Q18.今後、強化していきたいと考えているCHROの役割として当てはまるものを、上位５つまでご選択ください。[ベース：全回答企業 N=91]
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CHROの役割変化に影響を与える要因（上位3つを複数回答）

過去から現在の役割変化の要因は「労働市場変化への対応」「人的資本経営」が主となっているが、
将来への変化要因は「ビジネスモデル変革」「投資家への説明責任」が増加する兆候が見られる
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Q19. CHROの役割をご自身が現在から将来にかけて変えていきたいと思う理由・背景として、特に当てはまるものを3つまでご選択ください。[ベース：全回答企業 N=91]

Q17. CHROの役割が過去(5年前)から現在までに変化したと考えられる理由・背景として、特に当てはまるものを3つまでご選択ください。[ベース：全回答企業 N=91]

CHROサーベイ2023 調査結果
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CHRO設置有無別の、CHROの過去から現在の役割変化に影響を与える要因（上位3つを複数回答）

【参考】CHRO設置企業は、未設置企業に比べて、過去から現在までの変化要因として既に
「ビジネスモデル変革」「投資家への説明責任」を挙げている割合が高い
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Q17. CHROの役割が過去(5年前)から現在までに変化したと考えられる理由・背景として、特に当てはまるものを3つまでご選択ください。[ベース：全回答企業 N=91]
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CFOとCHROが注力する役割変化の比較

4つの役割領域に関する、現在と理想の時間配分を調査したところ、CHROはCFOに比べて
理想とする攻めの役割にシフトしきれていない現状が見てとれる

CFOが注力する役割の変化 CHROが注力する役割の変化

CFOの「現在の時間配分」「理想の時間配分」をそれぞれ合計100%に

なるように配分してください。(※)

Q20.CHROの「現在の時間配分」「理想の時間配分」をそれぞれ合計100%

になるように配分してください。[ベース：全回答企業 N=91] 

◼ 今後はさらに攻めの役割に時間を割いていきたい意向がうかがえる

◼ 理想の時間配分は、CFOとCHROとでほぼ同程度の比率となった

◼ 現在は、CFOに比べ、ストラテジスト・スチュワードの時間配分が少なく、
代わりにオペレーターの配分が多い

◼ 特にストラテジストへの注力度合は現在と理想のギャップが大きい
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(※) Deloitte CFOサーベイ 2022 Q1結果より引用
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理想の役割配分に向けて、CHROの障壁となっている制約・課題（複数回答）

理想の役割配分にシフトするための障壁として、「CHROをサポートできる経験・スキルのある人
材の不足」がトップに挙げられた
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• CHROポジションの設置有無にかかわりなく「サポート人材不足」次いで「データ・システム基盤」は共通課題として挙がった

• 一方で、CHRO未設置企業では、「経験・スキル向上の機会」「権限移譲」「経営陣の関心・理解」の不足も上位の課題として考えられていることが

明らかになった

Q22. CHROが理想の配分で役割を果たせるようになるために、障壁となっている制約・課題について、あてはまるものをすべて選択してください。[ベース：全回答企業 N=91]
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CHROの役割変化に関してのコメント（自由回答）

自由回答では、日頃の課題感として「人事スタッフの量・質」「経営陣の理解促進」 「社外の

CHROと接する機会」「企業風土・組織文化への浸透」等が挙げられた

コメントCHROの設置有無役職業種

事業戦略と人事戦略のアライメントありCHRO（兼執行役員）サービス業

CHRO自体の出自が人事プロパー以外が多い。事業運営に精通しているのは確かだが、人事プロパーからCHROを目指

せるように人事自体が事業戦略を理解し実行をサポートできるようにしたい。
あり人事担当執行役員建設業

HR領域の重要性に対するCEOの認識の低さありCHRO（兼取締役／執行役）その他

自らの経営観の醸成とメンバーの視座の更なる向上ありCHRO（兼執行役員）製造業

個々の人事施策の前提となる戦略やシナリオに注力しているありCHRO（兼執行役員）製造業

事業のグローバル化の進展に伴い、進出国・地域、今後進出する可能性のある国・地域の労働市場の特性や状況に

ついても把握し、CEOを始めとする経営陣に戦略的アドバイスを提供できるようにしておかなければならないが、人事ス

タッフが質・量ともに不足している。

ありCHRO（兼執行役員）製造業

社外ネットワークの有効活用ありCHRO（兼執行役員）建設業

社外のCHROとの情報交換の機会が少なく、参考情報が少ないありCHRO（兼執行役員）情報通信業

本来のCHROとしての役割機能は、経営陣の理解がなければ全く発揮できないと考えます。なし人事担当執行役員卸売・小売業

多様性やDE＆Iを本質的に理解し、企業風土に浸透させていくことについて、自らがその体現者となること。 心理的な

安全性の高い風土を作るには決して急かしてはならないなど、パラドックスに満ち溢れている。
なし人事担当本部長／部長卸売・小売業

人事以外の兼務状態で業務過多となっている 経営層の人的資本、組織文化への理解浸透なし人事担当執行役員情報通信業

会社全体に、人をコスト、要員と捉える文化が染み付いており、人事に対する各部門に対する認識と本来の役割の

ギャップが大。この意識改革と戦略が描ける人事部門づくりに取り組んでいる。
なし人事担当取締役／執行役製造業

法制度の変更に対応することが目的化し、業務過多の状態が続いているなし人事担当本部長／部長製造業

過去もそうであると同様に、社員の各世代ごとの置かれている状況や変化を理解しながら、価値観の違いや共通項をま

とめ上げることは課題でもあり大切に思う。また個人に対しては日々の接点を大事にしつつ、人事施策は短期で効果

を求めるというより中長期での変化を見据えての取組が主体で、成果を継続的に追っていく仕組みを人的・組織的に会

社に組み込む必要性を感じる。

なし人事担当取締役／執行役卸売・小売業

従業員の希望聴取と、会社側の要望・新機軸の提言とのバランスが課題と認識。なし人事担当執行役員鉱業

きちんと現場を把握するのが難しいなしCHRO（兼取締役／執行役）サービス業

CHROの役割が大きく変わっているのは日本の特徴ではないのか。なし人事担当本部長／部長製造業

CHROサーベイ2023 調査結果
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今後に向けた示唆・提言
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調査結果からの示唆・考察

CHROがストラテジストの役割へ理想どおりシフトしていくためには、オペレーショナル業務の効率
化が必要。そのためには、人事データの統合・管理を整備することがキーとなると考えられる

理想の

時間配分

◼ 4つの領域「ストラテジスト」「カタリスト」「スチュワード」「オペレーター」に対する理想の時間配分は、CFOとCHROでほぼ同じ割合
であった（CFOは36%・30%・21%・13%、CHROは38%・30%・20%・12%）

➢ 機能トップの時間配分としては、それぞれ4:3:2:1が理想形である可能性が高い

現在の役割配分と

その実態

◼ 「ストラテジスト」の役割は過去(5年前)から増大したが、理想の時間配分（38%）に対し、現在の配分（26%）はいまだ少
なく、ギャップがある

➢ 将来のビジネスモデル変革や投資家への説明責任を見据え、さらに強化する必要がある

◼ 「カタリスト」の役割は、時間配分としては現状（30％）ですでに理想形に近い。ただし、CHRO設置企業は文化醸成・組織
開発をより実施しており、役割の中身は変えていくべきという意見がある

◼ 「スチュワード」の役割は、時間配分としては現状（20％）であり、すでに理想形に近い。

◼ 「オペレーター」の役割は、理想の時間配分（12%）に対し、現在の配分（24%）は過大であり、相対的に減らしたいと考え
られている。しかし、その中で「人事データの統合・管理」の役割は過半数の企業で増大している

理想の役割シフトに

向けた方向性

◼上記をふまえると、人事データの管理統合を実施することでオペレーショナル業務の効率化を図り、それによって捻出された余
力をストラテジー業務に費やすという挑戦を行うべき、という方向性が考えられる

CHROサーベイ2023 調査結果
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データ統合管理の意義

日本/グローバルともに、人事データ活用に対する重要性は強く認識されているが、
特に、日本では、その準備が整っているという認識が低い

重要/重要である

十分に準備ができている/ある程度準備ができている

出所：Deloitte Global Human Capital Trends 2023
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Q.あなたが所属する組織の成功にとって、以下のトレンドはどの程度重要だと思いますか？
あなたが所属する組織は、以下のトレンドにどの程度対応する準備ができていますか？
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データ統合管理の障壁

日本は、社内インフラやテクノロジー、企業文化、リーダーシップ、予算やリソースの確保など、
データ統合管理を進めていくための課題意識がグローバルより高い傾向が見受けられる

出所： Deloitte Global Human Capital Trends 2023
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Q.あなたが所属する組織において、労働者データの価値を引き出す上でどのような障壁がありますか？
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データ統合管理の進展によって得られる成果（例）

データ統合管理の進展によって、ピープルアナリティクスが可能になる。

それにより人事のみならずビジネス部門が抱える課題も解決できる

採用後の活躍人材の予測
採用後の活躍人材の特性を分析・提示し、採用時の

早期発見・コンタクトを促し、採用確率を高めることができる

人材の最適配置モデルの構築
マッチングモデルや配置案を分析・提示し、

配置案作成の効率や、配置後の活躍確率を高めることができる

早期育成モデルの構築
人材の成長速度を高めるモデル・経験案を分析・提示し、

人的生産性・人件費効率を高めることができる
.

デジタル人材の発掘・活用
デジタルトランスフォーメーションへの対応適性が高い人材を発掘し、

事業創出・業務効率化を加速できる
.

退職予備軍の予測・未然防止
人材の退職予兆を検知し、予防策を通じて採用・教育などの

コストを抑制し、将来の期待収益を確保できる
.

従業員エンゲージメント向上
エンゲージメントを左右する主な要因や課題を分析・提示し、

エンゲージメント向上に効く施策を立案できる

イノベーション風土の醸成
組織学習や創発、イノベーションを左右する主な要因や課題を

分析・提示し、風土醸成に効く施策を立案できる

ソリューション営業への変革
「モノ売り」から「コト売り」など、高付加価値・課題解決型の営業へ

変革するための組織・人的要因を特定できる
.

品質トラブル・事故の予防
業務分析や、労働環境や業務の改善に効く施策を検討し、

人や組織に起因するトラブル発生率を低減できる
.

店舗収益・顧客満足度の向上
既存店舗のベストプラクティスを分析し、収益・顧客満足度を

左右する要因を特定し、解決策を導き出せる
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企画書の作成・構想の具体化

「実現すること」、「データの収集・加工・活用方法」を重視しつつ全体像を策定したうえで、必
要な施策から進めていくことがポイントである

テーマ（実現したいこと）

理由 要件
（機能要件・人材要件など）

課題・その対処法

意義・目的 実現したい世界観
（ユーザーエクスペリエンスなど）

ロードマップ
…など

企画構想

「データ活用を推進して実現すること」の明確化

具体化要素（例）

◼ どのようなデータを使うのか

◼ データどのように組み合わせ、

どのような分析で示唆を出すのか

◼ データがリフレッシュされ、

新しい示唆が出るサイクルをどうデザインするか

◼ 分析モデルの良し悪しをどのように評価するか

目的と得たい成果を総合的に整理し、重要なものから構築していく

いたずらにデータ統合やインフラ構築を始めない
CHROサーベイ2023 調査結果
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未来型CHROのへの進化ルート

人事データの統合管理を強化しオペレーションの効率化を図ることが、未来型CHROへ向けた
進化の起点となる可能性がある

攻めの役割
(企業価値向上に貢献する）

守りの役割
(企業価値の毀損を防ぐ）

YOU

Deloitteの４Faces

戦略目標にアラインした

組織文化の醸成

人的リスクの管理

事業戦略と

人事戦略の統合

（≒ビジネスモデル変革へ
の対応）

人事データの統合管理を

推進し、オペレーションの

効率化を図る

効率的な

運営

戦略立案

への参画

戦略実行の

推進

統制環境

の整備

3

3

2

1

CHROサーベイ2023 調査結果
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実施体制の構築（未来型CHROを支えるCHROオフィス）

CHROが力を発揮できるようにするため、「戦略起点で人事を考える」ためのブレイン機能として、
CHROオフィスを設置することが有用であると考える

CoE

HR Ops

HR BP

CHROオフィス

仕組みの設計開発

専門知見の提供

制度の運用改善

外部専門家との連携

事業/機能単位の
人事戦略立案

事業/機能内の
タレマネ推進

人事戦略の落とし込み

事業/機能内の
変革エージェント

制度システム変更に伴う
業務見直し

データ分析

運用/従業員サポート

ベンダーマネジメント

CHRO

人
事
部
の
内
部
検
証
・
統
制

社
内
外
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

外
交
・
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
探
索

特
命PJ

の
推
進

支援・けん制・協働

支援・けん制・協働

支援・けん制・協働

CHROサーベイ2023 調査結果
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(ご参考)人事データ統合管理の取り組みに関する企業事例
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企業事例：SAP社の“HR Goes Cloud” program

【企業事例】SAP社は2015年、各領域に分散していた自社のHR機能をクラウドソリューションに
統合する変革プロジェクトを実施。

CHROサーベイ2023 調査結果

背景

同社は、古いオンプレミス製品への依存から脱却し、クラウドビジネスへの移行を目指すにあたり、3つの課題を抱えていた

① クラウド分野という人材獲得競争の市場で、高度なスキルをもつ新たな人材を惹きつけること

② 既存の従業員に価値あるトレーニングを継続し、リーダーのポテンシャルを発揮できるよう育成すること

③ 世界で7万人を超える従業員に対して提供する、人事サービス業務を迅速に簡素化すること

施策

HRオペレーションの「シンプル化、標準化、顧客満足強化」を目標に、13の機能領域をクラウドソリューションに統合

成果
(2016年時点)

HRに関する
管理業務の削減率

ー33%

従業員エンゲージメント

68P⇒85Pに上昇

新たなHRシステムを使
いやすいと評価している

従業員の割合

88%

HR顧客満足度
の向上率

+15%

コラボレーション

人事プロファイル

採用マーケティング

採用応募者管理

パフォーマンス管理

報酬管理

人材開発計画

後継者管理

ラーニング

360度フィードバック

ワークフォース分析 オンボーディング管理 人材データベース

出所：SUCCESS IS SIMPLY HUMAN INSIGHTS ON SAP‘S HR DIGITAL TRANSFORMATION SAP,2017, SAP
HR Digital Transformation How SAP Leveraged Design Thinking and Its Own Launch Methodology to Drive Change Globally, Bersin by Deloitte 2016



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.35

CHROが主導したプロジェクト企画構想のポイント

変革にあたっては、CHROが企画構想の総合的な整理をCHROが主導した。ビジネスインパクト
につながる、HRデジタルの継続的な変革のケーススタディとしてクローズアップされた

CHROサーベイ2023 調査結果

ビジョン 戦略 要件 推進体制 カルチャー変革

明確なビジョンに

もとづいた

ロードマップの策定

経営層全体を

人事戦略の実現に

コミットさせる

人事業務視点ではなく、

従業員EXを中心に

要件を特定・整理

変革を推進するため

バランスの取れた

専任チームを構成

システムを変えるだけで

なく、マインドセットを変

えるための施策へ投資

• ビジネスモデルをクラウドに

変革し、「世界がより良く

運営され、人々の生活を

向上させる」ことをミッショ
ンに

• ベスト・ラン・ビジネスを創

造するため、人事変革が
不可欠であることを発信

• CHROは取締役会にて、
経営戦略と人事戦略の
整合させた

• CHROはCFOと強く連携し、
財務目標と非財務目標

のつながりを整理。人事

と財務を横断したデータを

活用した意思決定を可
能にした

• テクノロジー主導の業務

プロセスではなく、ビジネ

ス主導で「実現すること」
を整理

• 人々のペルソナ（役員、

管理職、スタッフ）別の

従業員ジャーニーにもとづ

いて各機能の課題を特

定し、ソリューションをデザ
インした

• 各機能で「実現すること」

にもとづいて、要件ごとに
専任の変革チームを組成

• チームメンバーはCoE、
HRIS、コンサルタント、
ユーザー代表から構成さ
れた

• プロジェクト全体をとおし

て、チェンジマネジメントの

専門家が変革エージェン
トとして機能した

• 変革を主導するリーダーを

育成するためのデジタル

リーダーシッププログラムに
優先的に投資

• CHROのサポートのもと、
新たな行動価値観（率

直に話す、好奇心をもつ、

違いを取り入れる、約束

を守る、サイロを抜け出し

橋を架ける）を従業員で
策定し、世界に展開出所：SUCCESS IS SIMPLY HUMAN INSIGHTS ON SAP‘S HR DIGITAL TRANSFORMATION（2017, SAP）

HR Digital Transformation How SAP Leveraged Design Thinking and Its Own Launch Methodology to Drive Change Globally（2016, Bersin by Deloitte）
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